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④債務保証

２　手続きの流れ（上図参照）

　①　元請建設業者は、山鹿市から将来受け取る予定の工事代金の債権を熊本県建設業

　　協同組合に譲渡する旨の債権譲渡契約を締結する。



　②　元請建設業者と熊本県建設業協同組合の連名で、山鹿市に債権譲渡承諾の申請を

　　行う。



　③　山鹿市は出来高が２分の１以上の場合に債権譲渡の承諾又は不承諾の通知を行う。



　④　債権譲渡の承諾後、熊本県建設業協同組合は（財）建設業振興基金の債務保証を受

　　け、金融機関から融資資金の借入れを行う。



　⑤　熊本県建設業協同組合は、譲渡された債権を担保として、出来高の範囲内で元請建

　　設業者に対して融資を行う。



　⑥　元請建設業者は、熊本県建設業協同組合から借り受けた資金を、下請代金として一

　　次下請業者に支払う。



　⑦　山鹿市は、債権譲受人である熊本県建設業協同組合に対して工事代金を支払う。

　　（熊本県建設業協同組合は、受け取った工事代金から元請建設業者に貸し付けた金額

　を清算のうえ、残額があれば元請建設業者に返還します。）

　

　※元請建設業者が倒産した場合

　　熊本県建設業協同組合は、受け取った工事代金から元請建設業者に貸し付けた金額を

　清算のうえ、債権譲渡契約の定めに従って、下請保護方策を講じます。

　　　元請倒産時には組合が元請に代わり

　　　下請に支払

⑤転貸融資

　　　④預金協力

⑥代金支払

下請セーフティネット債務保証事業による債権譲渡の概要

　公共工事の権利譲渡等について定められた山鹿市公共工事請負契約約款第５条の「乙は、こ

の契約により生ずる権利又は義務を第三者に譲渡し、又は継承させてはならない。ただし、あら

かじめ、甲の承諾を得た場合は、この限りでない」の規定に基づき、中小元受建設業者への資金

供給の円滑化及び下請保護を図るため、一定の下請保護方策を講ずることを前提として、元請

建設業者が有する公共工事に係る工事請負代金債権を事業協同組合又は民法上の公益法人

である建設業者団体に譲渡することを認め、これを担保とすることにより事業協同組合又は建設

業者団体が元請建設業者に対して行う融資について､　（財）建設業振興基金が債務保証を行う

制度です。
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